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ご挨拶 令和３年度農業経営アドバイザー活動推進協議会総会の開催にあたり 

 

新型コロナ対策で新たな対応を求められる状況が 2 年目に入りました。本協議会も昨年

に引き続き書面による開催となります。 

ワクチン接種の急拡大や東京オリンピック開催に向けた国を挙げたコロナ対策など、懸

命な努力が続いています。農業経営アドバイザー制度に関しては、令和 2 年度前期に予定

していた第 31回研修・試験を中止いたしましたが、その間、オンライン方式による研修・

試験制度への転換を模索してまいりました。令和 2年度後期の第 32回研修・試験は講義動

画のオンデマンド配信と CBT 方式試験(Computer-Based-Testing)により実施し、400 名を

超える応募者の中から 143名を合格者として新たに迎えることができました。 

オンライン研修・試験の質を一層高めていくため、本年度は研修講師と受講者との質疑

応答セッションを新たに追加するほか、試験合格者を対象にアドバイザーに求められる役

割等に関する講演の動画コンテンツも別途提供することとしており、私も研修講師及び本

協議会の会長としてその両方にコミットしていきます。 

この間、農産物市場は大きく変動し品目によってかなりの困難も生じています。それだ

けに農産物供給の重要性が強く意識されるようになり、農業者にとっては市場をよく見な

がら農業を行う必要性がますます強まってきています。中には、新市場開拓や新商品で停

滞を打ち破ったという話も聞きました。コメに関しても生産過剰の懸念がいわれています

が、それが市場のシグナルだとすれば、多収米やコメ以外の作物などへの転換を加速する

ことが求められます。 

農業も、過去から未来を考えるのではなく、未来をどう切り開くかから考えることが必

要になっているように思われます。それには、これまで漠然と考えられてきた常識に頼る

のではなく、客観的データに基づいた現場認識や判断が重要になってきているのではない

でしょうか。 

例えば農家の減少や高齢化が危機意識と共に語られていますが、現実に減っているのは

兼業によって農村の中では比較的裕福な小規模農家です。他方、我が国の農業生産の大半

はわずかな数の農業経営者によって担われており、その農業経営者数は逆に増えています。

コロナ禍でもしっかりとした食料供給のサプライチェーンを築くには、これら農業経営者

の経営力をさらに強くすることが求められています。 

農業経営アドバイザー活動推進協議会では、こうした農業経営者への新たな支援策を考

えながら、引き続き農業産出額、農業所得の増加、地域振興に寄与して参りたいと思いま

す。農業経営アドバイザー制度を通じて各機関には、引き続きご支援をよろしくお願いい

たします。 

 

 

農業経営アドバイザー活動推進協議会     

 会長  大泉 一貫 



資料１ 農業経営アドバイザー連絡協議会及び活動推進協議会の取組み①

○ 令和２年度は、農林水産省から経営継続補助金※に係る依頼（審査を行う外部有識者の候補者
紹介）を受け、連絡協議会等を通じて農業経営アドバイザーに案内。外部有識者として農業経営
アドバイザー約450名が登録し、農業者から提出された経営計画書について審査を実施。
※経営継続補助金：新型コロナウイルス感染症の影響を克服するために、感染拡大防止対策をしつつ、販路回復・開拓や生産・販売方式の

確立・転換など、事業継続のための取り組みをすすめる農林漁業者を支援する補助金

出典：農林水産省HP

【経営継続補助金の概要】

農業経営AD約450名が対応
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農業経営アドバイザー

〇アドバイザー情報
①氏名、②勤務先、所属部署、③郵便番号、④住所、⑤電話番号、 ⑥FAX番号、
⑦保有資格、⑧メールアドレス、⑨ホームページアドレス、 ⑩アドバイス可能な専門分野、
⑪得意な営農類型のうち、同意のあった事項

農業経営アドバイザー
活動推進協議会

（事務局：公庫情報企画部）

□関係団体との情報共有・
交換、連携強化
□活動推進策、能力向上策
の検討

農 業 経 営 者

関 係 団 体

□都道府県レベルの関係団体等の

ホームページや会報等で農業経営ア
ドバイザーを紹介

行 政 機 関

農業経営アドバイザー連絡協議会
（事務局：公庫支店）

□県法人協会等におけるアドバイザー情報提供の仲介
□都道府県の法人化推進体制の窓口、農政局・県庁から法人推進政策等についての情報交換
□管内アドバイザー間の連携強化
□農業者からの照会に対し、条件に合致するアドバイザーリストの提供
□公庫業務におけるアドバイザーとの連携
□アドバイザーを活用した担い手農業者の法人化や経営力向上を支援する体制の強化

都道府県の各担当部局

□農業経営者サポート事業（農業経営相談所）担当部局等との連携
□農業経営塾担当部局との連携

※同意された方のみ

※同意された方のみ

資料１ 農業経営アドバイザー連絡協議会及び活動推進協議会の取組み②

【参考】農業経営アドバイザー連絡協議会の概要
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～Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 H31（R1) R2

農業次世代人材投資事業

農業経営相談所

コンサルティングのノウハウの蓄積
○経営診断活動 ○各種相談会 ○勉強会、研修会 ○スキルアップ ○活動事例の共有

認知度の向上（見える化）
○各種広報誌で紹介 ○ＡＤ情報の収集と公庫ＷＥＢページでの紹介 ○ＡＤ活動の事例集作成

農業経営ＡＤの活躍支援
○「課題解決サポート事業」等を活用した高度な農業経
営者の課題解決支援

○農業経営相談所での専門家としての活躍

法人化の推進

都道府県AD連絡協議会活動の活性化
○域内の農業経営ADの相互交流・スキルアップ等

資料１ 農業経営アドバイザー連絡協議会及び活動推進協議会の取組み③

３

【農業経営アドバイザーの活動のステージと公庫における取組み】

○ 農業経営者の高度な課題の解決を支援するため、令和３年度においても、課題解決サポート事業
等を活用し、農業経営アドバイザーや農業経営アドバイザー連絡協議会の活動の活性化を引き続
き図る。

ネットワークの強化（組織化）
○ＡＤ活動推進協議会（全国）及び都道府県ＡＤ連絡協議会を組織



資料２ 農業経営アドバイザーの認知度向上の取組み①

４

〇 令和２年４月より「AFCフォーラム」にて連載企画を開始。

〇 令和３年度は農業経営アドバイザーの取組み事例集を発行予定（第３四半期）。

読者からのご感想

3月号「TiDBit」で地銀の上級農業経営
アドバイザーの方の農業者支援が紹介さ
れていました。

農業の六次化が推進される現在、商工
分野に強い地銀の支援は不可欠です。地
銀には商工分野で構築してきた大きな
ネットワークがあるからです。地域に根
差したこのネットワークを大消費地に販
路を持たない地方の生産者に開放し、支
援を拡大することは三方良しとなりま
しょう。

また、地銀が生産者を地域の小売業者
につなぎ、新規の販路を提供するなど、
新たな仕組みづくりもできるのではない
でしょうか。

業界の枠を超えた新たな取り組みが地
域の第一次産業活性化に役立つことを強
く期待します。

【「AFCフォーラム」の特集コーナー（TiDBit：上級農業経営アドバイザーのこぼれ話） 】



資料２ 農業経営アドバイザーの認知度向上の取組み②

〇 農業経営アドバイザー（令和３年３月商標登録済）の認知度向上のため、ロゴマークを新たに作成。

【農・林・水産業経営アドバイザーのロゴマーク】

制度趣旨 ポイント

「農業の特性を理解している税務、労務、マーケ

ティングなどの専門家からアドバイスを受けたい」と

いう農業経営者の要望を受けて、経営への総合的

かつ的確なアドバイスを実践できる人材を育成する

ために平成17年に創設。

農業経営アドバイザーは、農業経営者から寄せら

れる幅広い要望に専門的かつ柔軟に対応して、経

営発展を支援。

①「一次産業の特性を理解している」

頭から野菜が育っていたり、木が生えていたり、渦が巻いていたりするのは、
一次産業の特性を常に念頭に置いていることを表す

②「税務、労務、マーケティングなどの専門家」

ヒトを模した形は星がベース。各アドバイザーの輝く専門性と、アドバイスを
通じて経営発展に寄与し一次産業を輝かせることを表す

③「幅広い要望に専門的かつ柔軟に対応」

手を大きく広げた姿は課題を受け止める包容力、曲線は柔軟性、カラフル
な色合いは多様性を表す

５



○ 令和２年度より研修・試験及びミーティングについてオンライン形式を導入。受講者からは、「場所・
時間の制約なく、何回も視聴可能で理解を深められるため、コロナ収束後も継続して欲しい」との声。

○ 令和３年度もオンライン形式を継続し、研修・試験は講師と受講生の質疑応答セッションを追加。
農業経営者のニーズに対応した総合的かつ的確なアドバイザー活動を円滑に実践できるよう、
合格者を対象にアドバイザーに求められる役割等に関する講演の動画コンテンツも別途提供。

資料３ 農業経営アドバイザー制度運営におけるオンライン対応①

【令和３年度（第33回）農業経営アドバイザー研修・試験の内容とオンライン研修のイメージ】

R３年度（今回） R２年度後期（前回） 備考（前回との変更点等）

募集期間 R3年7月7日～7月16日 R2年9月7日～9月18日 従来：定員400名×年2回→今回：定員800名×年1回実施

研修期間
R3年9月10日～11月11日

（オンデマンド配信）

R2年12月1日～R3年1月15日
（オンデマンド配信）

9月30日と10月1日に研修講師と受講生の質疑応答セッショ
ン（Q&Aサロン）をリアルタイム配信

筆記試験 R3年11月12日～11月14日 R3年1月16日 3日間で希望する日・会場の選択方式を導入

面接試験 免除 免除

「講義資料」をクリックすると
資料が開きます。
（農業マーケティング以外の
科目はダウンロードも可能）

▶▶ ▶

６

（動画再生）
「視聴する」または、再生ボタン▶を
クリックすると動画が再生されます。



○ 農業経営アドバイザー資格保有者専用HPに「情報サロン」コーナーを新たに設け、農業を取り巻く
時事のトピックスやアドバイザーの活動事例など、アドバイザー活動に役に立つ情報を発信予定。

資料３ 農業経営アドバイザー制度運営におけるオンライン対応②

【農業経営アドバイザー資格保有者専用HPと「情報サロン」（イメージ）） 】
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【支援対象先】
・酪農（法人経営）

【経営の特徴】
・肉牛・酪農・食品の３事業を展開、TPPなど激変
する畜産業界において自らの生産ブランドを高め
るための６次産業化を積極的に推進。

・近年の乳価上昇もあり、良好な財務内容。

【経営の課題】
・親族後継者への事業承継を考えていたが、法人化
後の内部留保（利益）の蓄積による株価が上昇。

・一方で、株式は代表者の家族に分散されており、
後継者への株式の円滑な譲渡が課題に。

【支援の内容】
・課題解決として、持ち株会社を活用した事業承継
スキームを提案。株式買取のため資金調達が必要
となるため、後継者が新規設立した持ち株会社に
対し株式買取資金を融資。

【支援の効果】
・後継者個人による資金負担がなく、円滑な事業承
継を実施。

・本支援の過程において増頭構想が明らかになり、
増頭資金は複数行との協調融資にて対応。

８

資料４ 民間金融機関の農業経営アドバイザーの活動事例①

①後継者への円滑な事業承継を支援
～地域金融機関～

地方銀行
（農業経営AD）



【支援対象先】
・一般財団法人（非営利型）

【経営の特徴】
・地域農業の発展に寄与するため、財団設立者が
私財を投じ、農業者へ各種サポート活動を展開。

・実証実験として農産物の流通開発事業（収益事
業）を10年以上にわたって実施。

【経営の課題】
・創業者死去もあり、現行枠組みでの事業継続に
限界、公益事業に特化したい意向あり。

・一方で、これまで流通開発事業に参加してきた
約150戸の生産者と販売先との関係継続が課題。

【支援の内容】
・上記事業承継問題に対し、これまでもアグリビ
ジネス分野に積極的に取り組んできた地元金融
機関は農産物流通事業への参入を決定。

・財団と金融機関の共同出資により新会社を設立
し、農産物流通事業を承継。金融機関職員（上
級農業経営アドバイザー）が代表に就任。

【今後の展開】
・新会社の収益体質の確立。従前の販路に加え、銀行ネットワークを活用した国内外の販路拡大。
→農家の所得向上、担い手不足の解消、遊休農地の有効活用など、農業分野から地域経済の活性化に貢献。

９

資料４ 民間金融機関の農業経営アドバイザーの活動事例②

②農産物流通事業の承継、農業分野の地域
商社の設立

～地域金融機関職員～

新会社設立
（株式会社）

公益事業 流通開発事業

出資 継承

出資

一般財団法人

地域金融機関

代表者派遣
（農業経営AD）



【支援対象先】
・野菜（個人経営）

【経営の特徴】
・多品種少量で年間100種類以上の露地野菜を自然
栽培（農薬・除草剤・化学肥料を使用しない）。

・販売は、法人・個人向けの宅配サービス、イタリ
アンなど飲食店向けの卸販売、農場での直販など。

【経営の課題】
・飲食店の営業自粛等によって売上構成の３割を占
める飲食店向け売上が大幅に減少、売れ残った野
菜の廃棄ロスが発生。

【支援の内容】
・自社HPにおけるWEB販売に着手。商品は全てセ
ット販売で、都度便と定期便（３千円・５千円コ
ースの２種類）を提供、オンライン決済にも対応。

・他の農業者と差別化を図るため、セット内容につ
いては柔軟に対応。品目充実や安定供給のため、
同じく自然栽培を行う農家とも連携。

【支援の効果】
・既存顧客や知人からの応援もあり、セット販売の
注文数が大きく伸長。減少した飲食店向けのカバ
ー及び廃棄ロスの改善につながった。
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資料５ 農業経営アドバイザーによるコロナ禍からの反転攻勢支援事例

【支援対象先】
・茶（法人経営）

【経営の特徴】
・2014年に紅茶加工専用工場を整備し、自社で紅
茶の６次産業化に取り組む。

【経営の課題】
・紅茶の差別化が不十分で、赤字決算が続いていた。
・飲食店の営業自粛やイベントの中止により売上が
減少、進行中の商談も全てストップ。

【支援の内容】
・SWOT分析を通じ機能性で注目されるGABA茶を
突破口とした販路拡大戦略を策定。FCPシートの
作成支援・商談アレンジを実施。

・地元出身のスポーツ選手とタイアップし、マイボ
トルの設計やYou Tubeのライブ配信を企画のう
え、クラウドファンディングを実施。

【支援の効果】
・当法人の代表が大学まで本格的に野球をやってい
たことも功を奏し、健康食品分野や外食分野（ス
ポーツ選手向け食堂等）を中心に20先近い販路を
新規開拓。クラウドファンディングでは目標金額
に対し120％達成、当社の知名度も向上。

①消費者行動の変化に対応した販路開拓支援
～中小企業診断士～

②６次産業化経営体の販路拡大戦略の策定・
実行支援
～６次産業化エグゼクティブプランナー～



○ 農業経営アドバイザーのスキルアップのための研修として、
農業経営アドバイザーミーティングを実施。

・令和２年度のミーティング内容

（オンデマンド配信期間）1月19日～29日
農業経営者による講演（アドバイザーへの期待）、 アドバイザーの取組事例発表、
コロナ禍における農水産物・食品の流通・販売事情、ワークショップによるアドバイ
ザー相互間の意見交換など

農業経営アドバイザー制度について

○ 日本政策金融公庫の農業経営アドバイザー制度（平成17年創設）は、農業経営者に対する経営改善支援に必要なノウハウ
を有する人材育成を通じ、農業経営の発展に寄与することが目的。

○ これまで、農業経営アドバイザーの合格者は5,600名超。税理士や金融機関といったそれぞれの立場で農業経営を支援。

活動事例

○ 農業経営者等を対象とした各種相談会やマッチング等を開催

○ 農業者向け融資商品の企画

○ 農業経営者からの融資相談対応

○ 各金融機関内での行員に対する勉強会講師

金融機関職員による活動事例

○ 経営診断の実施や経営改善計画など各種事業計画の作成

○ 農業法人設立への相談対応

○ 簿記記帳研修会・６次産業化研修会等各種研修会での講師

○ 農協等における税務相談会での相談対応

税理士・中小企業診断士等による活動事例

公庫本支店と連携して農業経営者に対するご支援を行っていただける税理士、
公認会計士、中小企業診断士、金融機関職員、その他関係機関・団体職員等。

農業経営ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

【研修・試験の内容】
①農業･農村構造と農業政策
②農地制度･農地所有適格法人
③農業簿記･農業税務 （※税理士、公認会計士は免除）
④労務管理
⑤農業マーケティング
⑥農業経営診断・改善の進め方 （※税理士、公認会計士は免除）

（受験対象者）

（合格者の推移）

（業種別合格者数）

税理士・
公認会計

士

中小企業
診断士

民間金融
機関

農協
普及
指導員

その他 公庫職員 合計
うち都道府
県信用農業
協同組合連
合会

1,158 119 2,212 503 1,011 62 647 417 5,626

（参考資料1）
【Ｒ３年６月版】

受験者・合格者の推移および内訳



農業経営アドバイザー活動推進協議会について

（一般社団法人）全国銀行協会 農林中央金庫 （公益社団法人）中央畜産会

（一般社団法人）全国地方銀行協会 （一般社団法人）全国農業改良普及支援協会 （公益社団法人）日本農業法人協会

（一般社団法人）第二地方銀行協会 （一般社団法人）全国農業経営コンサルタント協会 （ＮＰＯ法人）日本プロ農業総合支援機構

（一般社団法人）全国信用金庫協会 全国農業経営支援社会保険労務士ネットワーク （一般社団法人）農業経営支援センター

（一般社団法人）全国信用組合中央協会 全国農業経営者協会 農業経営アドバイザー審査会

（参考資料2）

＜発足の経緯＞
○ 平成28年６月、「農業経営アドバイザー活動推進協議会」設立総会を実施。農業経営アドバイザーの全国段階の
組織として発足

○ 農業経営アドバイザー審査会、アドバイザーの輩出団体、ユーザー団体等15団体が参画
○ 大泉一貫宮城大学名誉教授が本会の会長に就任
○ 毎年１回程度開催し、アドバイザー活動の推進について検討

＜農業経営アドバイザー活動推進協議会の概要＞
【目的】
農業経営アドバイザーの活動推進を図り、農業経営の法人化等に向けたニーズに応える。
【会員】
農業経営アドバイザー審査会、農業経営アドバイザーの輩出団体等、農業経営アドバイザーのユーザー団体等
【活動内容】
➢ 農業経営アドバイザーの活動に関連する政策や各地域での取組み等に関する情報の共有
➢ 農業経営アドバイザーを輩出している金融機関、専門家の団体及び農業経営アドバイザーのユーザー代表団体
のホームページ、会報等で農業経営アドバイザーを紹介（連絡先、相談可能事項、費用）

➢ ユーザーから農業経営アドバイザー紹介の依頼を受け、条件に合致する農業経営アドバイザーを紹介
【事務局】
日本政策金融公庫 農林水産事業本部 情報企画部

＜農業経営アドバイザー活動推進協議会 参画15団体＞
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○ 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた農業者からの借入相談が集中し、
農林漁業セーフティネット資金(農業)の融資実績は8,144件1,747億円(前年比1,607億円増)。

168 

70 117 
32 

73 
140 

1,326 

654 

1,879 

350 

906 
829 

0

1000

2000

3000

8000

0

100

200

300

400

500

1,700

1,800

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2

（件）（億円）

行政処分等

件数

8,144

1,747

【農林漁業セーフティネット資金（農業）の融資件数・融資額の推移 】

融資額

融資件数

●東日本大震災 ●東日本大震災 ●東日本大震災 ●新型コロナ ●新型コロナ

●配合飼料価格高騰 ●熊本地震 ●熊本地震 ●北海道地震 ●北海道地震

●米価変動 ●米価変動 ●台風・大雨災害 ●台風・大雨災害 ●台風・大雨災害 ●台風・大雨災害 ●台風・大雨災害

新型コロナウイルス感染症に係る日本公庫農林水産事業の融資状況①（参考資料４）



○ コロナ禍の影響を強く受けたハレの日需要・外食需要に関連する営農類型（肉用牛・花き類・工芸
作物）への融資が、金額ベースで約６割と過半を占める。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

融資

額

融資

先数

稲作 畑作 野菜 果樹 花き類 工芸作物 きのこ その他耕種 酪農 肉用牛 養豚 採卵鶏 ブロイラー その他畜産

26％

13％

14％ 23％

48％7％

耕種合計 67%

耕種合計 34%

畜産合計 33％

畜産合計 66％

11％

4％

4％

3％

5％

5％

5％

3％ 7％

2％

【農林漁業セーフティネット資金（農業）の営農類型別融資状況（令和２年度）】

新型コロナウイルス感染症に係る日本公庫農林水産事業の融資状況②（参考資料４）


